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議  長  名 

 

 地方自治法第99条の規定により、下記のとおり意見書を提出します。 

記 

 障がい者の就労は、自らの能力を発揮し、経済的自立を実現するため、適性

や希望に応じて職場を選択できるよう、障害福祉サービスによる就労支援事業

所等のみならず、一般企業や官公庁など、多様な働く場を確保することが重要

である。 

就労継続支援事業所では、利用者の多様化する支援ニーズへの対応や一般企

業への就労移行に向けた長期間の伴走支援といった、きめ細やかなサービスの

提供をしているが、支援内容の質を評価する仕組みは十分とは言えず、安定的

な運営を困難にしているとの声がある。 

また、公共交通機関が脆弱な地域では、自ら車を運転できない障がい者の通

勤等の移動手段が確保できず、一般就労の機会が制限される場合もあることか

ら、本人の希望に沿った就労を実現するためには、地域公共交通が抱える課題

を解決することも強く求められている。 

よって、本県議会は、国会及び政府において、障がい者の就労機会拡大に資

する支援制度等の充実に向けて、次の事項について特段の措置を講ずるよう強

く要請する。 

１ 就労継続支援事業所の安定経営に向けて、支援の必要度が高い利用者の受

入れや施設外就労の実施など、支援内容を十分に反映することができるサー

ビス報酬体系への見直しを図ること。 

２ 一般就労への移行を積極的に推進するため、就労継続支援事業所からの移

行実績を適切に評価し、サービス報酬へ加算される仕組みを構築すること。 

３ 障がい者の円滑な通勤等の手段を確保するため、バス等地域公共交通事業

者による路線の維持、自治体におけるデマンド交通の整備等に係る支援制度

を拡充すること。 

宛 て 


